
地方公会計財務書類（概要版）　一般会計等

令和4年度 令和5年度

金額 金額
金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 前年度末純資産残高 3,769,939 3,944,618 

1.固定資産 9,954,852 98.8% 9,097,869 98.8% 1.固定負債 5,257,352 52.2% 4,385,771 47.6% 1.純行政コスト 2,112,314△ 2,414,735△ 
（1）有形固定資産 9,480,616 94.1% 8,625,526 93.7% 　　　（1）地方債 5,257,352 52.2% 4,385,771 47.6% 2.財源 2,286,993 2,421,713 
　　　事業用資産 9,479,630 94.1% 8,621,009 93.6% 　　　（2）長期未払金 - - - - 　　　（1）税収等 2,282,860 2,421,446 
　　　インフラ資産 - - - - 　　　（3）退職手当引当金 - - - - 　　　（2）国県等補助金 4,133 267 
　　　物品 986 0.0% 4,517 0.0% 　　　（4）損失補償等引当金 - - - - 　本年度差額 174,679 6,978 
（2）無形固定資産 - - - - 　　　（5）その他 - - - - 固定資産の変動（内部変動） - - 
（3）投資その他の資産 474,236 4.7% 472,343 5.1% 資産評価差額 - - 
      投資及び出資金 - - - - 2.流動負債 869,287 8.6% 871,923 9.5% 無償所管換等 - - 
      投資損失引当金 - - - - 　　　（1）1年内償還予定地方債 868,430 8.6% 871,580 9.5% 他団体出資等分の増加 - - 
      長期延滞債権 - - - - 　　　（2）未払金 - - - - 他団体出資等分の減少 - - 
      長期貸付金 - - - - 　　　（3）未払費用 - - - - 比例連結割合変更に伴う差額 - - 
      基金 474,236 4.7% 472,343 5.1% 　　　（4）前受金 - - - - その他 - - 
      その他 - - - - 　　　（5）前受収益 - - - - 　本年度純資産変動額 174,679 6,978 
      徴収不能引当金 - - - - 　　　（6）賞与等引当金 706 0.0% 191 0.0% 本年度末純資産残高 3,944,618 3,951,596 

2.流動資産 116,405 1.2% 111,422 1.2% 　　　（7）預り金 150 0.0% 152 0.0%
（1）現金預金 105,219 1.0% 70,236 0.8% 　　　（8）その他 - - - -
（2）未収金 - - - -
（3）短期貸付金 - - - - 　負債の部合計 6,126,639 60.8% 5,257,695 57.1%
（4）基金 11,186 0.1% 41,186 0.4% （1）固定資産等形成分 9,966,037 99.0% 9,139,055 99.2%
（5）棚卸資産 - - - - （2）余剰分（不足分） 6,021,419△ -59.8% 5,187,458△ -56.3%

（6）その他 - - - -
（7）徴収不能引当金 - - - -
（8）繰延資産 - - - - 　純資産の部合計 3,944,618 39.2% 3,951,596 42.9%

　資産の部合計 10,071,257 100.0% 9,209,291 100.0% 　負債及び純資産の部合計 10,071,257 100.0% 9,209,291 100.0%

※資産合計額に対する金融資産の割合 5.9% 6.3%

（「1.固定資産（3）投資その他の資産」+「2.流動資産」）/資産の部合計

令和4年度 令和5年度
金額 金額

1.業務活動収支 1,033,565 871,470 
　　業務支出 1,573,827 1,861,769 
　　　内、支払利息支出 25,264 21,906 
　　業務収入 2,607,392 2,733,239 
　　臨時支出 - - 
　　臨時収入 - - 
2.投資活動収支 89,372△ 38,024△ 
　　投資活動支出 256,807 40,371 
　　　内、基金積立金支出 93,060 30,727 
　　投資活動収入 167,435 2,347 

金額 割合 金額 割合 　　　内、基金取崩収入 167,435 2,347 
経常費用 2,433,719 100.0% 2,726,261 100.0% 基礎的財政収支 895,083 883,731 
1.業務費用 2,372,892 97.5% 2,669,560 97.9% 3.財務活動収支 865,295△ 868,430△ 
　　　（1）人件費 16,702 0.7% 17,470 0.6% 　　財務活動支出 865,295 868,430 
　　　（2）物件費等 2,328,479 95.7% 2,627,648 96.4% 　　財務活動収入 - - 
          内、減価償却費 859,883 35.3% 864,734 31.7% 本年度資金収支額 78,898 34,985△ 
　　　（3）その他の業務費用 27,712 1.1% 24,441 0.9% 前年度末資金残高 26,171 105,069 
2.移転費用 60,826 2.5% 56,701 2.1% 比例連結割合変更に伴う差額
　　　（1）補助金等 60,811 2.5% 56,701 2.1% 本年度末資金残高 105,069 70,084 
　　　（2）社会保障給付 - - - - 前年度末歳計外現金高 177 150 
　　　（3）他会計への繰出金 - - - - 本年度末歳計外現金増減額 27△ 2 
　　　（4）その他 15 0.0% - - 比例連結割合変更に伴う差額
経常収益 321,405 13.2% 311,526 11.4% 本年度末歳計外現金高 150 152 
1.使用料及び手数料 151,252 151,103 本年度末現金預金残高 105,219 70,236 
2.その他 170,153 160,423 
純経常行政コスト 2,112,314 2,414,735
臨時損失 - - 
臨時利益 - - 
純行政コスト 2,112,314 2,414,735

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

令和5年度

佐賀県西部広域環境組合　　統一的な基準　　　令和5年度

貸借対照表 純資産変動計算書

勘定科目
資産の部 負債及び純資産の部

勘定科目
令和4年度 令和5年度

勘定科目
令和4年度

資金収支計算書は、単年度の資金の収支を表し、１年間の資金の増減
を業務活動収支・投資活動収支・財務活動収支の３区分に分け、どの
ような活動に資金が必要であったかを表しています。また、本年度末現
金預金残高は、貸借対照表の流動資産の現金預金と一致します。
業務活動収支は、日常の行政サービスを行う上での収入と支出を表し
ています。投資活動収支は、主に固定資産形成に関する収入と支出を
表し、財務活動収支は、地方債等の借入や元金償還に関する収入と支
出を表しています。

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年間でどのような要因
で増減したかを表すもので、本年度末純資産残高は貸借対照表の純
資産合計と一致します。

資金収支計算書
勘定科目

貸借対照表は、年度末日現在でどれだけの資産や負債があるのかを把握できます。
左側の「資産」は、保有する資産の内容や金額が記載されます。
右側の「負債」及び「純資産」は、「資産」を形成するためにどのような財源措置を実施してきたかを表しています。
「負債」は、今後負担すべき債務であることから、将来世代に対しての負担ととらえることができます。また、「純資産」は、今後負担する必要性のない資
産を表しており、言い換えれば、これまでの世代や現在の世代または国・県が負担した分となります。

行政コスト計算書

勘定科目
令和4年度 令和5年度

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあたるもので、行政運
営にかかったコストのうち、人的サービスや給付サービスなど資産形
成につながらない行政サービスに要したものを表しています。また、実
際に現金の支出を伴うサービスのほかに、減価償却費や退職手当引
当金繰入額などの現金支出を伴わないものを含んで表しています。さ
らに、その行政サービスの提供に対する直接の対価である使用料や
手数料といった受益者負担がどの程度あったかを把握することもでき
ます。

単位 （千円）


